
資料２ 

「議論の振り返り（仮称）」の内容イメージ 

継続的な安全性向上に関する検討チーム 谷川 

Ⅰ はじめに 

１．検討の背景と目的1

原子力施設の安全確保に終わりはなく、継続的な安全性向上を図っていくことが重要

である。このことは、福島第一原子力発電所事故の反省と教訓のうち、最も重要なもの

の一つである。 

原子力規制委員会は、平成24年に設置されてから今日まで、東京電力福島第一原子力

発電所事故の反省と教訓を踏まえた新規制基準の策定や同基準に基づく厳格な規制の実

施、事業者に自主的な取組の状況を届け出させる安全性向上評価の仕組みの導入、平成

28年のＩＲＲＳ2勧告を受けた新たな検査制度の導入、様々な新知見を踏まえた基準の

見直しなど、継続的な安全性向上に向けた取組を続けてきた。かかる取組を将来にわた

って続けていくには何が必要か。また、東京電力福島第一原子力発電所事故の反省と教

訓を風化させることなく、時が過ぎ、原子力に携わる者が変わっても、継続的な安全性

向上がなされていくためにはどうすればよいか。東京電力福島第一原子力発電所事故か

ら10年を経た今、これらのことについて未来志向かつ幅広に検討を行うこととした。 

２．検討チームメンバーの問題意識 

【第11回会合の議論等を踏まえ、追記】 

1 検討を始めるに当たっての問題意識について、【第１回会合資料２】参照。 

2 Integrated Regulatory Review Service（総合規制評価サービス）の略称で、IAEA（国際原子力機関）

が加盟国の要請に基づき、要請国の規制基盤の実効性の強化、向上を目的として、規制の技術的、政

策的事項について、各国規制機関の専門家等から編成される国際ピアレビューミッションを派遣する

サービスの一つ。 
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３．検討チームにおける議論3

今般の検討に当たっては、幅広い観点からの議論を行うために、原子力規制委員会委

員長、原子力規制委員のほか、行政法や規制政策、規制実務について識見を有する外部

専門家及び原子力規制庁職員から構成する「継続的な安全性向上に関する検討チーム」

を設置し、議論を行った。検討チームの構成員及び開催実績をそれぞれ参考★、参考★

に示す。 

検討チームにおける議論は、当初、変化の契機すなわち欠けの発見を規制制度に組み

込むことができないかという問題意識から、事業者のインセンティブを踏まえた中間領

域の可能性を模索したが、電力事業者との意見交換も経て、事業者を取り巻く環境やイ

ンセンティブ構造、原子力規制の性質等について検討を進めた結果、欠けの発見/欠け

への対処は分けて考える必要がある（混ぜるな危険！）という理解に至った。 

その後、欠けの発見は、いかに市場の倫理の場を設定するかについての検討に進み、

いくつかのアイディアが議論された。発見された欠けへの対処については、混ぜるので

はなく足すアプローチを検討する余地があるとして、どのような手法が望ましいか議論

がなされた。 

４．「振り返り（仮称）」の構成と記述スタイル 

「Ⅱ 議論を振り返る」では、まず始めに、継続的な安全性向上とは何か、原子力規

制の特性、今般の検討の目指すところなど、総論的な検討事項について１．において概

観する。ここでは、原子力規制の特性（他の規制との違い）を踏まえた上で、継続的な

安全性向上を実現していくためには積極的に欠け（知見）を発見していく営みが非常に

重要であるが、これは発見された後の欠けに対処する（許認可等による狭い意味での）

規制とは趣を異にするものであり、両者を混合せずに議論を進めていく必要があること

を述べる。 

次に、欠けの発見に関する検討事項を２．で述べる。具体的には、電力事業者の企業

風土等を踏まえ、欠けの発見に資する「ゆらぎ」を与える市場の倫理が働く場をどのよ

うに構築するか検討する。 

３．では、発見された後の欠けの対処に関して述べる。原子力規制の特性を踏まえた

3 検討チームにおける検討の概略について、【第10回会合資料１（参考資料も添付）】参照。 
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上で、欠けへの対処の方法にどのようなものがあり得るか、具体的な手法の案をもとに

検討する。 

以上の検討を踏まえ、現時点で取り組むべきと考えられる事項、今後議論を進めてい

くことが望ましいと考えられる事項などについて、「Ⅲ 今後に向けて」で取りまとめ

る。 

なお、本中間取りまとめの記述は、可能な限り、検討チーム構成員の共通見解や議論

の収束しつつある論点に絞って述べているが、議論を整理する都合上、一部検討チーム

事務局の見解に留まる記述を含む。 

５．添付の資料について 

個別の論点については別添資料により詳述しているが、資料中に執筆者又は執筆を担

当した組織名を示しているものについては、検討チームとして記述の細部にわたって確

認を行ったものではない。  
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Ⅱ 議論を振り返る 

１．原子力規制の在り方と継続的な安全性向上 

（１）なぜ「継続的な安全性向上」を検討するのか 

東京電力福島第一原子力発電所事故の最も重要な反省・教訓の一つに、継続的な安全

性向上に欠けていたことが挙げられる。これは、事故以前の規制当局が規制の虜に陥り、

安全神話を招き、現状を肯定するものとなっていたことによる。 

原子力規制委員会は、この規制の虜4を避けるために推進当局から独立する形で設置

されたが、そのことのみによって継続的な安全性向上が十分達成されるものではない。

安全の追求に対する強い意志を持ち、現状維持バイアスと戦い、絶えず現状の足らざる

点を見つけ出し改善を行っていくという、継続的な安全性向上に欠けるところがあれば、

第二の安全神話、第二の規制の虜に陥ってしまう。 

継続的な安全性向上の実現は、これまで原子力規制委員会と原子力規制庁の個々人の

意思・記憶に拠ってきたところが少なくないと考えられる。時が過ぎ、原子力に携わる

者が変わっていくことを考え、継続的な安全性向上をいかに組織的に続けていくかにつ

いて検討する必要があるのである。 

（２）統制のモード論からみる継続的な安全性向上 

他者の行動を変容させようとする試み一般を「統制」と呼ぶ5が、これには法、規範、

市場、アーキテクチャといったいくつかの統制のモードが存在する。このうち法による

規制（統制）は、規制の対象（原子力事業者）が、事後的な規制による不利益を予期し、

これを回避すべく功利主義的（打算的）に行動する6という形で、事後規制が事前規制

の状態に転化するメカニズムに期待するものである。 

原子力施設の安全性向上が実際になされるためには、安全確保に関する一義的な責任

4 「規制の虜」の意味について、別添★参照。 

5 統制のモード論について、参照、【第３回資料２－１】、【第７回資料３】、及び、大屋雄裕 (2019) 

「技術の統制、統制の技術（小特集 先端技術のガバナンス法制をめぐる国内外の動向）」『法律時

報』, 91巻６号, pp.58-63. 

6 例えば、「基準に適合していないと原子力施設を使用できなくなる」と予期し、「常に基準に適合しよ

うとする」こと。 
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主体である原子力事業者が、原子力施設に対して主体的・積極的に改善7を実践しなけ

ればならない。これは事業者の行動変容こそが継続的な安全性向上の目的であることを

意味する。つまり、行動変容を実現する手段は法に基づく規制だけに限られず、種々の

統制の手法を駆使して原子力事業者の行動変容を目指す、いわばゴールベースドな取組

が求められるのである。 

統制によって行動変容を実現するためには、事業者が規制機関の意図を正確に予期す

ることが重要であり、これに失敗すると誤反応や萎縮効果を生むことになる8。したが

って、原子力事業者の行動が果たして、どの程度、どのように変容したかについて、規

制（統制）の良し悪し・パフォーマンスをモニタリングする必要がある。このモニタリ

ングは、事業者のパフォーマンス（規制の遵守状況等）のモニタリングとは区別される。 

なお、統制を考えるに当たっては、法人たる事業者の行動変容と捉えるのではなく、

法人という仮想的な主体（統制の代理人）を通じて最終的に現場の従業員などの個々人

がどのように行動変容するか・したかについて論じる必要がある。このとき、規制機関

から現場まで統制が適切に及ばない、いわゆるエージェンシーの失敗を防ぐために、規

制機関の意図を現場まで浸透させる工夫をする9、又はアーキテクチャにより規制機関

の意図が伝わらずとも事前的に行動変容が実現するといった検討が必要であろう。 

（３）原子力規制の性質と統制の手法10

欠けに対する規制上のアプローチ、すなわち原子力を統制する手法としてどのような

ものがあり得るかを明らかにするためには、原子力の統制によって保護される利益は何

7 物理的な施設・設備の改造だけでなく、設計や運用のみの変更を含む。 

8 誤反応とは、規制機関の意図どおりに被規制者が行動変容せず、被規制者が規制機関の意図を潜脱す

る、又は意図的に不服従するような行動をとることをいう。また、萎縮効果とは、規制機関の想定し

ていない規制（意図）が存在するものと被規制者が予想（誤解）してしまい、それによる行動変容で

過剰に萎縮してしまうことをいう。詳しくは、【第７回資料３】（再掲）参照。 

9 これは、いわばチェックリスト型規制から（安全性の）実質を重視する規制への転換を意味する。ま

た、事業者において安全文化が醸成されることで、規制機関の意図（安全性の確保）がより現場に浸

透するようになる。 

10 この点に関して、検討チームにおいて【第７回資料１】及び【第７回資料２】を提示して議論を行っ

た。 
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か、その利益を保護するために求められる統制の強度や速度といった点について検討す

る必要がある。 

いうまでもなく、原子力規制の目的は人と環境を守ること、より具体的には、原子力

災害を未然に防止し、かつ、仮に発生した場合には災害の拡大を防止・緩和することに

ある。生命・身体に関する影響を及ぼすこと、低頻度・高影響事象であること、カタス

トロフィ的であることといった原子力災害の特性を踏まえると、事後規制がなされてい

ればよいというものではなく、事後規制の事前規制への転化が確実になされるなどして、

災害が未然に防止されることが必要である。他方、安全上の優先順位に適った迅速さ

（アジリティ）をもって欠けに対処していくこともまた重要である。 

規制機関の持つ統制の手法は多岐にわたるが、情報や財政による比較的強制力の弱い

統制から、法による強制力の強い統制まで、統制の強度には大きな幅がある。また、法

による統制に限ったとしても、事業者の自主的取組（自主規制）を公的にコントロール

する保障行政11と呼ばれる方法など、求められる強度や迅速さに応じて様々な手法を使

い分けることができる。 

以上を踏まえつつ、多様な統制手法をどのように使い分けていくべきかが課題となる

が、この点については３．で詳述する。 

（４）市場の倫理に基づく欠けの発見、統治の倫理に基づく欠けへの対処12

先に述べたとおり、継続的な安全性向上の実現のためには、絶えず現状の足らざる点

を見つけ出し改善を行っていくことが必要不可欠であるが、これは欠けを発見すること

と、発見した欠けに対処することという二つの側面を持つ。 

このうち後者に関しては、発見した欠けに対して統制の失敗（ある種のヒューマンエ

ラー）が起きないよう事前的な統制を行うこと、可能な限りアーキテクチャ的な対策を

講じることが課題であるが、原子力規制委員会はこれまでバックフィットなどのツール

を用いることで一定の取組13を重ねてきており、事業者の対応にも繋がってきたといえ

よう。 

11 保障行政の詳細については、参照、板垣勝彦 (2013) 『保障行政の法理論』, 弘文堂, 行政法研究双

書 29. 

12 欠けの発見と市場の倫理、統治の倫理の関係について、【第８回資料６】参照。 

13 １．（１）で代表的な取組を述べている。 
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他方、欠けを発見することについては、原子力規制委員会として必要な情報収集は当

然行っているところではあるが、継続的な安全性向上が実現したというためには「事業

者が積極的に欠けを発見していくような状態」となるよう事業者の行動変容を促してい

くことが課題である。このとき、欠けの発見のためにはヒューリスティックな気づきを

促す組織風土が定着している必要があるが、発見した欠けへの対処において人間的な要

素を排除しようとしていることと相矛盾した価値観が混在しているようにみえる。 

これは市場の倫理、統治の倫理という概念によって説明することができる。すなわち、

人々の行動原理について、合意による取引と公正な競争を柱とする「市場の倫理」と、

目的志向で規律を重視し強制の契機を含む「統治の倫理」とに二分する見方があり、こ

の二つの倫理は混合してはならず14、別個のものとして議論・実践していく必要がある

のである。 

そこで、以下、２．及び３．において、それぞれ欠けの発見（市場の倫理）、発見さ

れた欠けへの対処（統治の倫理）の観点から議論を進めていく。  

14 道徳体系の混合がどのような失敗を招くかについて、ジェイン・ジェイコブズ著, 香西泰訳 (2016) 

『市場の倫理 統治の倫理』, 筑摩書房, ちくま学芸文庫, pp.286-299. 
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２．欠けの発見について（市場の倫理） 

（１）欠けを発見するためには何が必要か 

欠けは、現状の足らざる点を省みる営み、すなわち、創意工夫の発揮、新奇・発明の

取り入れ、目的のため異説を唱えるといった市場の倫理における道徳律の実践により見

つかる。つまり、思考の硬直化や現状維持バイアスを打破するための「ゆらぎ」を与え

ることで現状からの変化を誘発する必要があり、そのためには原子力事業者が市場の倫

理に基づく議論を行うよう、行動変容を促すことが課題となる15。 

（２）電力事業者と市場の倫理16

しかしながら、電力事業者を取り巻く環境を踏まえると、現実には市場の倫理による

行動を求めることは難しいと考えられる。電力事業は地域独占であり、その他沿革的理

由もあって、市場の倫理が働く自由で完全な市場とはなっていない。むしろ、電力事業

者は規制当局や自治体との関係性などにより、統治の倫理に過度に傾いた企業風土を醸

成していると考えるべきである。 

自治体は、種々の利害を内包し、代表する政治的存在であり、事業者に及ぼす影響力

は甚大である。両者の関係は、少なくとも、市場の倫理で規律される対等な関係ではな

い。自治体と事業者の関係に規制機関が関与・言及すべきではないが、事業者のインセ

ンティブ構造を理解する上で、事業者と自治体がこのような関係にあるということは、

事実として認識しておくべきである。 

他方、規制機関と自治体との関係は、歴史的に見て、「規制の虜」や「安全神話」が

具現化する場として機能していた面があると考えざるを得ない。これを踏まえることな

く、両者の関係について理念的に論じる（あるべき姿があり得るものとして論じる）の

は危険である。 

（３）市場の倫理に基づく議論の場 

以上を踏まえると、欠けを発見するための「ゆらぎ」を生むことのできる場を電力事

15 この点、従来の規制当局の在り方を振り返った【第８回資料１～５】を前提に、規制機関はいかにし

て事業者の行動変容を促すべきかについて議論を進めた。 

16 事業者の組織風土の分析について、【第８回資料６】（再掲）参照。 
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業者の市場とは別に求めていく必要がある。例えば、擬似的な競争環境により市場の倫

理の場を作る17か、市場の倫理に基づく既存の場を利用するなどして、規制機関・事業

者という立場を超えて対等に議論ができる場を構築することが考えられる。 

ここで一例として、アカデミアは、知の探求、アドボカシー、コミュニティの形成、

人材育成といった機能を有しており、多様な科学者・技術者による市場の倫理の場とい

うことができる。アカデミアによって市場の倫理・技術者倫理を持つ人材が育成され、

また市場の倫理に基づく議論の場が提供されるのであれば、欠けの発見に有益であろう。

なお、欠けの発見のための多様な「ゆらぎ」を得る観点からは、自然現象などの異分野

のアカデミアが重要であるようにも思われるので、どのような場を設定することが適切

かについては更なる検討が必要である。 

また、原子力規制委員会は、規制の独立性の観点から事業者や自治体とは一定の距離

を置いているところであるが、規制を離れた観点での市場の倫理に基づく意見交換の場

を設けることも考えられる。ただし、議論が原子力規制や原子力利用の正当化等に及ば

ないように制止するような仕組み（例えば、ファシリテーターを置くなど）が必要であ

り、実現性についてはよく検討する必要がある。 

17 DPC（診療群分類包括評価）の例について分析すると、病院の経営者層は経済的インセンティブの影響

を受けるが、現場の職員は自らの技術レベルが相対評価されることが病院の機能を高めていこうとす

る原動力になったようであり、経済的インセンティブによらない、技術者倫理による市場の倫理の場

を形成していたということができよう。 
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３．発見した欠けへの対処について（統治の倫理） 

（１）優先順位付けの失敗 

東京電力福島第一原子力発電所事故以前の規制の失敗の一つで、規制のプライオリテ

ィを誤った点が挙げられる。規制の虜に陥ることで、安全上の問題としてはそれほど重

大とはいえない東京電力の点検記録不正問題などへの対応を優先するあまり、当時米国

では行われていた外部事象に対する検討など、安全上重要な問題を後回しにしてしまっ

た。このことの教訓として、欠けの発見が大事というものの、プライオリティやリソー

スの選択と集中もまた重要であり、安全上の優先順位に適った迅速さ（アジリティ）を

もって必要な対処が行われるようにすべきである。 

安全上の優先順位を考えるためには、何が安全上重要な欠けであるかを明らかにする

必要がある。つまり、必ずしも二分されるものではないが、規制機関が重視すべき欠け、

重視しない欠けはどういったものか、また発見された個々の欠けが重要かどうかをどの

ように検討・判断していくべきかが課題となる。 

（２）何が重要な欠けか 

何が重要な欠けであるかという問題は、安全目標の議論と親和性が高い。定性的安全

目標と性能目標のいずれについても、それを定めることはある種のTolerability（受忍

限度又は容認限度）を定めようとする営みということができ、安全目標の議論の深化は

この問題に有益な示唆を与えるものと考えられる。 

ただし、仮に目標を定めたとしても、目標に対応するリスク情報を評価する必要があ

る。この点、我が国を取り巻く地震・津波・火山などの自然現象の不確実さは大きく定

量的なリスク評価が不完全であること、リスク評価の前提にないことは捨象されてしま

うことなどから、安全目標とリスク情報を単純に比較することは不適切である。また、

費用便益分析という形で複数の欠けや複数の対処法を相対的に比較することも考えられ

るが、リスク評価と同様の問題を持つこと、安全性（死亡リスク）と経済性という別種

の価値をどう比較すべきかについて結論を得ることは難しいものと考えられる。 

また、複数の知見が同等のリスク（頻度×結果）を示すとき18は、重大な結果に繋が

18 より正確には、等リスク曲線上かつ頻度・結果以外の条件を揃えた仮想的な知見Ａ，Ｂを用意したと

き。 
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りうる低頻度・高影響な知見をより重視すべきと考えられる。ただし、リスクが同等で

ない場合や知見の不確実性に差がある場合など、知見の持つ性質に違いがある場合には、

それらの諸要素も踏まえて知見の持つ重要性について検討する必要がある。 

（３）統制手法の選択 

原子力施設の安全性というものは、対策コスト等との比較考量（取引）になじまない

固有の価値を有する19ものであって、独立に取り扱われなければならない。その意味で、

発見された欠けへの対処（原子力規制）は統治の倫理が厳格に貫徹されるべきであり、

強度の強い統制の手法に基づき事前規制的に原子力災害を防止することが求められる。 

また、事業者の自主的取組を公的にコントロールしていくことを考えたとき、競争に

よる淘汰の環境があり、事業者が適切に取り組むか、仮にそうでない場合には淘汰され

るだろうという一定の前提に基づくことが一般的であるが、事業者に対する信頼を欠き、

また競争と淘汰をもたらす自由で完全な市場が存在しないことから、この前提は成立し

ない。これらを踏まえると、市場の倫理に基づき事業者の自主的取組がなされることに

期待し、統制の倫理に基づく現在の規制を緩和して自主的取組に委ねることは、現在の

環境において実現性がないばかりか、混合倫理を招く誤りである。 

そこで、統治の倫理に基づく既存の枠組みを壊さない手法として、混ぜるのではなく

足すアプローチが考えられる。すなわち、従来は規制されていなかった事業者の自主的

取組の領域をそのまま放置せず、規制の網を事業者自主の領域に広げていく20、いわば

継続的改善の強制とでもいうべき考え方である。 

（４）具体的な手法21

具体的な統制手法はいくつか考えられる22が、規制の強弱で見れば、「検査の対象化」

19 原子力規制委員会設置法や原子力規制委員会の組織理念において、原子力規制委員会は科学的・技術

的観点から独立して判断することとされているのは、このことの現れである。 

20 ここでいう規制の網が広がった領域のことを「中間領域」と呼ぶこともできるが、規制緩和の文脈で

いう「中間領域」とは似て非なるものであることに注意が必要である。 

21 具体的な統制手法に関する体系的な分析について、【第９回資料３】参照。 

22 これまでの実務上の工夫や考えられる手法として【第２回資料２－３】、【第８回資料４】（再

掲）、【第９回資料２】（再掲）を提示して議論を行った。 



 12 

が最も強く、「規制の免除」が最も弱く、「手続の一部適用除外」23がその中間にある

ものと考えられる。 

「コミットメントに基づく自主的取組の監督」は、規制の強度は「中間的」で、理想

の規制にも見えるが、制度の仕組み方により、規制の強弱は変化する。ただし、（３）

でも述べたように、事業者の自主的取組に委ねる手法は規制当局と事業者との間に高度

な信頼関係が成立している必要があるものと考えられるので、原子力規制への導入可能

性は未知数といえる24。また、１．（２）で述べたような事業者の行動変容の失敗を防

ぐ観点から、規制機関の意図が正確に事業者に伝わるという意味での予見性の確保は重

要25であり、規制機関の文書の体系化等を進めることには意味があると考えられる。こ

のほか、混ぜるのではなく足すアプローチという観点からは、主に欧州で実践されてい

るPSR制度26を参考に、継続的改善の強制が可能な制度を模索することも考えられる。 

なお、以上で述べたいずれの手法を採るにせよ、どういった性質の欠けに対してどの

手法が適切かという観点で議論を進めていく必要がある。 

23 「届出＋是正命令」という形で、近年の規制において多用される傾向にあるが、実質的には「事前の

許認可＋是正命令」とあまり変わらない手法となってしまうことが懸念される。 

24 原子力規制においては厳格な規制が必要であることからしても、「厳格さ」をどのように担保するか

について研究する必要があろう。 

25 ただし、科学的・技術的に必要な場合に規制機関が躊躇なく権限を行使すること、その可能性を事業

者がおそれるという意味での（萎縮効果ではなく）威嚇効果の存在は原子力規制に必要不可欠であ

り、この点を行動変容の失敗と混同しないように注意する必要がある。 

26 欧州型PSRの事例として、【第10回資料１参考５】参照。 
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４．【第11回会合の議論等を踏まえ、必要に応じて項目を追加】 
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Ⅲ 今後に向けて 

Ⅱで振り返ったことを踏まえ、実行に移していく課題、さらなる議論が必要と思われる

主な課題を次のとおり整理した27。 

１．実行に移していく課題 

（１）新知見に関する対応・文書の体系化 

本検討チームの議論の中で、原子力規制委員会はどのような欠け（新知見）を重視し

ているのか明らかにした方がよいという指摘があった。また、Ⅱ１．（２）でみたよう

に、規制機関の意図を事業者に正しく伝えることは事業者の過小又は過剰な行動変容を

減らし、規制（統制）のパフォーマンスを高めることにつながるが、これまで知見の取

扱い等に関する規制機関の見解・意図は必ずしも事業者に理解されていなかった可能性

がある。 

そこで、これまで事例ごとに個別に検討していた欠けへの対応を整理し、今後新たに

発見された欠けに対してどのようにバックフィットその他の規制上の対応を行っていく

かについての考え方を文書で示してはどうか。 

また、知見や規制実務に関する規制機関の見解などを事業者に伝達する際の文書体系

を整理することとしてはどうか。 

（２）原子力規制庁職員の個人名義での意見表明 

本検討チームにおいては、原子力規制庁職員が個人の名義で文書を作成し、議論に供

した。この取組は、原子力規制委員会・原子力規制庁内部の議論を可視化し、原子力規

制委員会が行う個々の規制上の行為に対する国民又は事業者の理解を促進する効果があ

る。これは国民への説明責任を果たす観点や、事業者が規制の意図を誤解する（過少又

は過剰な行動変容）ことを防ぐ観点、また原子力規制庁職員の安全文化の醸成に寄与す

るものと思われるので、今後も機会を捉えて実施してはどうか。 

27 なお、実現可能性には項目ごとに大きな幅があること、いずれにせよ実現に向けては追加で検討作業

が必要であることに留意する必要がある。 
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（３）【第11回会合の議論等を踏まえ、必要に応じて項目を追加】 

２．さらなる議論が必要と思われる課題 

（１）検討チームにおける議論の継続 

原子力規制に関して、原子力以外の分野の有識者も交えて、単なる規制制度の枠を超

えた幅広い議論を行うことは、原子力規制委員会・原子力規制庁に「ゆらぎ」を与えて

自らを省みる非常によい機会となる。今後とも、このような議論を継続していくことが

原子力規制の継続的改善につながるものと考えられる。 

（２）安全目標に関する議論 

先に述べたように、何が重要な欠けであるか、特にリスク評価と欠けの重要性との関

係を論じるためには、安全目標の議論を進めていくことが必要である。また、安全目標

は、どの程度の危険性であれば原子力施設の設置を許容するかという、いわゆる原子力

利用の正当化と関連する問題でもあることから28、国民や事業者における自由な議論を

促す観点で規制機関が継続的に議論していくことに意義があるものと考えられる（なお、

議論を継続することに意義があるのであって、必ずしも安全目標を定めることに価値が

あるわけではないことに留意する必要がある。）。 

そこで、原子力規制委員会として安全目標に関する議論を進めてはどうか。 

（３）【第11回会合の議論等を踏まえ、必要に応じて項目を追加】 

28 なお、原子力規制委員会は原子力利用の正当化には関与してはならないことから、議論の際には注意

する必要がある。 


